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の 基 本」『白 鷗ビ ジネ ス レビュ ー 』
Vol.18,No.1 は、誠実な企業というイメージ
は企業にとっての無形資産であり、長期的
には社会的受容性による経営資源獲得機会
の増大を通じて経済的成果を改善できると
いう。しかし、不況時、あるいは経営に余
裕のない企業が目に見える資源（例えば、
売上高、収益性、資本比率）のみを近視眼
的に追い求めがちになるのは想像に難くな
い。そうだとすれば、長期的な経済的利益
を強調する策は、各企業の経営状況や倫理
観によるところが大きくなってしまい、効
果はあまり期待できない。 
そこで、対案として、誠実であることが
短期的な利益につながる、あるいは、企業
にとって不正を行うリスクを高くするよう
な制度変更を考えてみる。前者の場合はど
の企業が誠実かを見極める必要があるが、
調査コストがかかりすぎる。後者の場合は、
いくつかの対策が考えられる。荒井・山内
（前掲）は、法律と縦割りになっている所
管官庁を整理統合して、明確な法の制定と
運用を図り、罰則を厳しくする必要性を強
調している。具体的な対策として、公的機
関による抜き打ち検査、不正情報の開示、
内部告発者に対する法的保護の強化などが
考えられる。ただし、このような規制や監
視を行う主体は必ずしも政府でなくてもよ
い。産地偽装をテーマにとりあげた白石賢
(2008)「食品産地偽装防止のインセンティ
ブ構造－地域ブランド保護における地方自
治体の役割と法」『自治研究』第 84 巻第十
二号は、偽装防止インセンティブを持つ者
は、政府ではなく、地域ブランド品の生産・
販売事業者なので、政府に頼るよりも産地
の団体が活発に活動を行う方が望ましいと
主張している。 
 
おわりに 
食品偽装件数の増加の背景には利益追求
型の行き過ぎた市場主義がある。消費者を
欺いてまでして手にいれた利益に何の意味
があるのだろうか。経済的に豊かになった
現在、「衣食足りて礼節を知る」精神を社会
全体で共有したいものである。規制や罰則
のみに頼らざるを得ないのはあまりにも残
念である。 
